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2 0 1 8 年 1 0 月 ８ 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2018年 ９月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） GDP 成 長 率  

２０１８年 第 ２四 半 期 （４

～６月 期 ）の実 質 GDP成 長

率 は前 年 同 期 比 ５.３％と，

第 １四 半 期 （４.３％）から引

き続 き上 昇 している。また季

節 調 整 済 前 期 比 の伸 び率

は０．７％となった。  

①  需 要 項 目 別 の動 向  

内 需 は ， 前 年 同 期 比

6.0％（前 期 同 4.0％）となった（寄 与 度 6.0％）。消 費 は前 年 同 期 比 4.2％（前 期 同 3.4％）と

なった。内 訳 は，民 間 消 費 が同 4.5％（前 期 同 3.8％），政 府 消 費 は同 2.8％（前 期 同 1.4％）

であった。総 固 定 資 本 形 成 は前 年 同 期 比 7.1％（前 期 同 3.1％）であった。内 訳 を みると，

機 械 ・設 備 投 資 が同 12 .5％（前 期 同 5.2％），建 設 ・住 宅 投 資 が 同 4.0％（前 期 同 1.9％）

であった。 

外 需 の寄 与 度 は，▲0.6％（前 期 同 0.4％）となった 。輸 出 は，前 年 同 期 比 7.5％（前 期

同 7.1％）となった。品 目 別 では，銅 が前 年 同 期 比 9.1％（前 期 同 13 .8％）と前 期 に比 べ減

速 しつつも引 き続 き上 昇 し，鉱 業 品 全 体 も同 8.9％（前 期 同 12.2％）と上 昇 した。輸 入 は，

前 年 同 期 比 10 .0％（前 期 同 6.1％）となった。 

②  セクター別 の動 向  

セクター別 では，銅 が前 年 同 期 比 4.7％（前 期 同 20.4％）と前 期 のマイナス成 長 （▲4.9%）

におおむね比 例 して成 長 率 が減 速 し，そ の他 の鉱 業 も同 4.3％（前 期 同 9.0％）となり ，鉱

業 全 体 では， 同 4.8％ （前 期 同 19 .1％） とな った 。また 商 業 が 同 8.1％（ 前 期 同 6.0％）， 電

気 ・ ガ ス ・ 水 道 が 同 5.0 ％ （ 前 期 同 5.7 ％ ） と 引 き 続 き 好 調 で ， 運 輸 も 同 4.8 ％ （ 前 期 同

5.0％），個 人 サービス業 が同 4.5％（前 期 同 4.7％）と若 干 減 速 しつつも引 き続 き拡 大 して

＜概 要 ＞ 景 気 は好 調 に推 移 しているものの一 服 感 が見 られる。  
● 消 費 は好 調 であるものの，一 服 感 が見 られる。  
● 生 産 は鉱 業 が減 少 している，企 業 マインドは好 調 である。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にある。  
● 物 価 はおおむね横 ばいで推 移 している。  
● 貿 易 は赤 字 となっている。  
● 銅 価 格 は上 昇 に転 じ，為 替 はドル高 が続 いており，株 価 は横 ばいで推 移 。  

先 行 きについては，米 中 貿 易 摩 擦 及 び新 興 国 通 貨 危 機 が，チリ国 内 経 済 に与 える

影 響 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 

▲ 0.4

0.5 2.5
3.3 4.3

5.3

▲ 4.0
▲ 3.0
▲ 2.0
▲ 1.0

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0

I II III IV I II III IV I II III IV I II

2015 2016 2017 2018

ＧＤＰ成長率及び内外需寄与度の推移

実質ＧＤＰ 内需寄与度

外需寄与度

（前年同期比、％）



2 

い る 。 ま た ， 水 産 業 も 前 年 同 期 比 10 .8 ％ （ 前 期 同 ▲ 6.5 ％ ） ， 農 林 業 が 同 7.8 ％ （ 前 期 同

1.3％）と好 転 した。 

 
（２） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ）

－前 年 同 月 比 3.2％増 －  
８ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比

3.2 ％ ， （ 季 節 調 整 済 前 月 比 は ▲

0.1％）となり，順 調 な成 長 を続 けてい

る 。 営 業 日 数 は 昨 年 と 比 較 し て １ 日

少 な か っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比 ▲

5.1％と２か月 連 続 のマイナスとなった

一 方 ， 鉱 業 以 外 の 業 種 は 同 4.0 ％ と

引 き 続 き 好 調 。なお ，季 節 調 整 済 前

月 比 で は 鉱 業 は ▲ 1.4 ％ ， 非 鉱 業 部

門 は0.1％となった。 

中 銀 ア ンケ ートに よる 10月 のIMACECの予 想 は前 年 同 月 比 3.3％（中 央 値 ） となってい

る。 

 

（３） 消 費 － 好 調 で あ る も の ， 一

服 感 が見 られる－  
①  ８ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE

公 表 ）は，前 年 同 月 比 6.0％であった 。

同 指 数 の小 売 業 （除 く車 ）は同 3.4％

となった。 

②  ８ 月 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト 販 売 額

（ 実 質 ， INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比

4.5％となった。 

③  商 業 販 売 額 （ チ リ 商 工 会 議 所 公

表 ，サンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，

８月 は▲3.4％となった。 

④  消 費 者 認 識 指 数 （CEEN公 表 ）は

７ 月 が 106 . 7 と な っ た 。 現 状 指 数 は

119 . 7，将 来 指 数 は102 . 2となった。  

⑤  ８ 月 の 新 車 販 売 台 数 は38,729 台

（前 年 同 月 比 9.5％）となった。  

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 鉱 業

が減 少 している－  
８ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同
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月 比 4.0％となった 。 セクター 別 では，食 料 品 が前 年 同 月 比 寄 与 度 2.03％，機 械 製 品 が

同 1.52％と増 加 に寄 与 する一 方 ，アルコールが同 ▲0.32％，自 動 車 が▲0.26％と下 落 に

寄 与 している。 

８月 の鉱 業 生 産 指 数 は前 年 同 月 比 ▲7.6％，銅 生 産 量 は同 ▲8.3％となった。 

８月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲0.5％となった。 

 

（５） 企 業 の 業 況 判 断 － 好 調 で あ

る－  
８月 のIMCE（企 業 業 況 判 断 指 数 ）

は 54 .75 ポ イ ン ト で ， 前 月 差 は 3.93 ポ

イントの増 加 となった。内 訳 を見 ると，

商 業 が57.30 （同 1.55ポイ ント），鉱 業

が 65.40 （ 同 12 . 05 ポ イ ン ト ） ， 製 造 業

は51.89 （ 同 2 .90ポ イ ント ） ， 建 設 業 が

46 .05（同 0.96ポイント）となった。 

 

（６） 不 動 産 －減 少 している－  
７ 月 の建 築 許 可 面 積 （INE公 表 ）は前 年 同

月 比 ▲15.7％（3か月 移 動 平 均 ）と減 少 してい

る 。 内 訳 を 見 る と ， 住 居 が 同 ▲ 15.5 ％ ， 非 住

居 は同 ▲17.0％と減 少 している。 

 

（７） 雇 用 －失 業 率 は高 い水 準 にある－  
６～８月 期 の失 業 率 は7.3％と，高 い水 準 に

あ る 。 前 年 同 期 比 で 見 る と ， 労 働 力 人 口 は

147 , 459人 増 加 （前 年 同 期 比 1.7％），就 業 者

数 は74 ,661人 増 加 （同 0.9％）し，失 業 者 数 は

72 ,797 人 増 加 （ 同 12 .4 ％ ） し て い

る。就 業 者 数 を 職 業 別 に みると，

ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン が 前 年 同 月 比

寄 与 度 0.60 ％ ， 建 設 業 が 同

0.34％，と増 加 に 寄 与 する一 方 ，

水 道 が 同 ▲ 0.25 ％ ， と 減 少 に 寄

与 している。 

８ 月 の 賃 金 は ， 名 目 は 前 年 同

月 比 2.4％，実 質 は同 ▲0.2％とな

った。 

 

（８） 物 価 － 消 費 者 ， 生 産 者

35

40

45

50

55

60

Ja
n-

16

Ju
l-1

6

Ja
n-

17

Ju
l-1

7

Ja
n-

18

Ju
l-1

8

（ポイント）
企業業況判断指数（IMCE）

54.75

5.5

5.7

5.9

6.1

6.3

6.5

6.7

6.9

7.1

7.3

7.5

7,800

7,900

8,000

8,100

8,200

8,300

8,400

8,500

Ja
n-

16

Ju
l-1

6

Ja
n-

17

Ju
l-1

7

Ja
n-

18

Ju
l-1

8

就業者数 失業率（右目盛）

雇用情勢（千人） （％）

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

1月 7月 1月 7月 1月 7月 8月

2016 2017 2018

建築許可面積（３カ月移動平均前年同期比，％）



4 

物 価 ともにおおむね横 ばいで推 移 －  
９ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ，

前 月 比 は0.3％，前 年 同 月 比 は3.1％と

なった。品 目 別 に前 年 同 月 比 の動 きを

み る と 燃 料 （ 14 . 4 ％ ） ， 生 鮮 野 菜 果 物

（ 11 . 6 ％ ） ， 住 居 ・ 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道

（5 .8％）が上 昇 している一 方 ，衣 料 品 ・

靴 （▲5.3％），通 信 （ ▲0.7％）と下 落 し

ている。 

中 銀 ア ンケ ートに よる10月 の消 費 者

物 価 指 数 （ 総 合 ） の 予 想 は 前 月 比

0.3 ％ と な っ て い る 。 イ ン フ レ 期 待 は 1 年

後 ： 3.0 ％ （ 前 月 3.0 ％ ） ， 2 年 後 ： 3.0 ％

（前 月 3.0％）となっている。 

８ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は， 前 月 比 は▲1.4％， 前 年 同 月 比 は1.6％ となった 。 製

造 業 が上 昇 （前 年 同 月 比 5.3％）し続 ける一 方 ，農 耕 牧 畜 （同 ▲5.3％）と減 少 している。 

 

（９） 貿 易 －赤 字 となっている－  
①  ９ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 55 .3 億 ド ル （ 前

年 同 月 比 ▲ 7.0 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る

と ， 鉱 業 品 30.9 億 ド ル （ 同 ▲ 12 .7 ％ ） （ 全

体 の 56 ％） ， 農 林 水 産 品 2.5 億 ドル （ 同 ▲

16 .9 ％ ） （ 全 体 の ４ ％ ） ， 製 造 業 品 22 億 ド

ル （ 同 3.9 ％ ） （ 全 体 の 40 ％ ） と な っ た 。 鉱

業 品 の う ち 銅 は 28 .1 億 ド ル（ 同 ▲ 17.0％ ）

（鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の91％）となった。 

②  ９ 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 56 .6 億 ド ル （ 前

年 同 月 比 12.3％）となった。内 訳 （CIF ）は，

消 費 財 19 .4 億 ド ル （ 同 5.1 ％ ） ， 中 間 財

28 .2 億 ド ル （ 同 13 .7 ％ ） ， 資 本 財 12 .5 億 ド

ル（同 20 .3％）となった。 

③  ９月 の貿 易 収 支 （FOB）は1.2億 ドルの赤 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）：８月 の貿 易 額 は，輸 出 額 5.8億 ドル（前 年 同 月 比 ▲1.6％），輸 入 額

2.5億 ドル（同 50 .6％），貿 易 総 額 では8.2億 ドル（同 9.8％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：８月 の貿 易 額 は，輸 出 額 19 .7億 ドル（前 年 同 月 比 16 .0％），輸 入 額

16 .5億 ドル（同 18 .8％），貿 易 総 額 では36.2億 ドル（同 17 .3％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ：８ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 2.8 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲ 40 .8％ ）， 輸 入
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額 1.4億 ドル（同 ▲0.7％），貿 易 総 額 では4.1億 ドル（同 ▲31.6％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 に転 じている－  
９ 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 2 .69933 ド

ル （ ３ 日 ） で 始 ま っ た 。 中 旬 以 降 ， 米 中 貿

易 摩 懸 念 が一 気 に緩 和 されたことが大 きく，

銅 価 格 は 後 述 す る 為 替 と と も に 一 気 に 回

復 。 銅 生 産 の 減 少 か ら在 庫 減 が 進 み，比

較 的 需 要 高 と な っ た こ と も 一 因 と 考 え ら れ

る 。 最 終 的 に ， 月 末 に は 2.8032 ドル （ 28 日 ）

と前 月 末 比 2.7％で終 了 した。 

９ 月 の 銅 在 庫 は ， 573 , 145 ト ン （ ４ 日 ） で

始 まり，月 末 には471 , 991（28日 ）と前 月 末

より減 少 した。 

 

（２） 為 替 － ド ル 高 ペ ソ 安 が 続 い

ている－  
９ 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 680 . 48 ペ ソ ３

日 ）で始 まった。米 中 貿 易 摩 擦 懸 念

報 道 等 に よ り ， 月 中 旬 ま で ペ ソ 安 が

進 行 し た が ， 米 国 の 対 中 課 税 第 三

弾 の 課 税 率 が 低 か っ た こ と や ，

FOMCの 利 上 げ 終 了 時 期 の 示 唆 等

に より ， ド ル 売 り の 展 開 が 起 き た こ と

から，一 気 にペソ高 へと推 移 した。月

末 には661 . 50ペソ（28日 ）と前 月 末 差 ▲13.88ペソで終 了 した。 

 

（３） 株 価 －おおむね横 ばい－  
９月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株

式 指 数 ） は 5236 . 34 ポ イ ン ト （ ３ 日 ） で

始 ま っ た 。 上 中 旬 は 米 中 貿 易 摩 擦

交 渉 開 始 報 道 等 に よ り ， 比 較 的 堅

調 に 推 移 し，一 時 5460ポイ ント 近 くま

で 値 を 上 げた も のの ， 大 型 連 休 以 降

に 反 動 減 が 起 き た 。 月 末 に は

5283 . 53ポ イ ント（28日 ）と，前 月 末 比

0.2％で終 了 した。  

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

180

200

220

240

260

280

300

320

340

Ja
n-

16

Ju
l-1

6

Ja
n-

17

Ju
l-1

7

Ja
n-

18

Ju
l-1

8

（千トン）
（セント／

ポンド）
国際銅価格と銅在庫の推移

銅価格

銅在庫（ロンドン・NY・上海合計）

580

600

620

640

660

680

700

720

740

Ja
n-

16

M
ar

-1
6

M
ay

-1
6

Ju
l-1

6

Se
p-

16

N
ov

-1
6

Ja
n-

17

M
ar

-1
7

M
ay

-1
7

Ju
l-1

7

Se
p-

17

N
ov

-1
7

Ja
n-

18

M
ar

-1
8

M
ay

-1
8

Ju
l-1

8

Se
p-

18

(ペソ／ドル) 為替の動向（チリペソ/ドル）

（注）チリ中銀Observado値（銀行間レートの加重平均値）

3,300

3,800

4,300

4,800

5,300

5,800

6,300

Ja
n-

16

Ap
r-

16

Ju
l-1

6

O
ct

-1
6

Ja
n-

17

Ap
r-

17

Ju
l-1

7

O
ct

-1
7

Ja
n-

18

Ap
r-

18

Ju
l-1

8

IPSAサンティアゴ主要株価指数（2002/12/30=1000）



6 

3．経 済 トピックス 

（１） 移 民 の労 働 状 況 ：報 道  
４日 に公 表 された中 銀 見 通 しで，チリへの移 民 に関 し，予 想 以 上 に人 口 動 態 に変 化 が

起 きていると報 告 されている。 

中 銀 は，内 務 省 の外 国 人 ・移 民 部 （Depa r tamento  de  ex t r an j e r i a  y  i nm ig rac ion）の

調 査 を引 用 しつつ，２０１５年 １月 から２０１７年 １２月 までに７０万 人 近 くの移 民 が入 国 し，

ここ３年 で外 国 人 生 まれの国 民 が人 口 全 体 の２．３％から５．９％に増 加 した，とした。また，

この数 字 はマクロ経 済 に 影 響 を 与 えうる，とし，高 齢 化 に 部 分 的 に 歯 止 めをかけるなど，

移 民 はチリ経 済 成 長 の原 動 力 となりうる，と指 摘 した。 

この報 告 は，２０１７年 ４月 の国 勢 調 査 と国 家 統 計 局 の雇 用 統 計 についても考 慮 に入

れており ，これらに よ ると， 平 均 して，チ リ 人 に 比 べ， 移 民 のほうが若 く， 労 働 参 加 率 も高

いことが示 されてい る。また，教 育 水 準 も移 民 のほうが平 均 して比 較 的 高 いことにも言 及

しており，２５～５０歳 の人 口 を比 較 すると，３６％の移 民 が，高 等 技 術 者 もしくは大 卒 者 で

あるとされている（チリ人 は３１％）。また，失 業 率 は平 均 してほぼ同 値 である。 

 国 勢 調 査 によると，移 民 数 は，労 働 力 全 体 の６．３％に相 当 し，その６０％は２５～５０

歳 に 集 中 してい る一 方 ，その年 代 に 位 置 するチ リ 人 は３ ５％し かない 。また，雇 用 状 況 に

ついて，移 民 の労 働 参 加 率 は８０ ．２ ％であり，チリ 人 は６１ ．２ ％となってい る。イ ンフォー

マルセクター（当 館 注 ：チリ歳 入 庁 に登 録 されていない労 働 者 。労 働 法 に則 った契 約 を交

わさずに 労 働 してい る 者 。 例 ： 日 雇 い 労 働 ， 自 営 業 手 伝 い ）に 勤 める者 の 割 合 は， 移 民

が２５．３％に対 し，チリ人 が２９．４％となっている。 

 

（２） 中 国 企 業 （Ｔ ｉａ ｎｑ ｉ 社 ）に よるチ リ ・リ チ ウ ム 企 業 （Ｓ ＱＭ ）への 出 資 に 関 す るチ リ 独

禁 当 局 との合 意 ：報 道  
 ８月 ２７日 ，自 由 競 争 保 護 裁 判 所 （ＴＤＬＣ）はＦＮＥとＴ社 との間 で争 われていたＳＱＭ出

資 事 案 を仲 裁 した。ＴＤＬＣは，Ｔ社 によるＳＱＭ株 式 の２４％の取 得 及 びＳＱＭの経 営 陣 ８

名 に対 しＴ社 から３名 の取 締 役 を派 遣 することを認 めた。 

 合 意 から２週 間 後 の今 月 ７日 ，ＴＤＬＣは，両 者 の合 意 内 容 を公 表 し，１３日 に公 聴 会 を

開 催 する旨 関 係 者 に通 告 した。ＴＤＬＣは公 聴 会 後 ，遅 くとも１０月 ４日 までに買 収 の可 否

を決 定 しなければならない。 

 １１項 目 に上 るＴ社 の遵 守 内 容 は次 の通 りであり，右 内 容 には，Ｔ社 のＳＱＭに対 する経

営 参 画 の方 法 ，リチウムに関 する機 微 情 報 の取 り扱 い，アカタマ塩 原 におけるリチウム事

業 でＳＱＭと競 合 関 係 にある豪 州 に所 在 するＡｌｂｅｍａｒ ｌｅ社 とＴ社 との合 弁 事 業 の取 り扱

いが含 まれる。 

ア Ｔ 社 は，ＳＱＭに 対 し同 社 の経 営 幹 部 ，従 業 員 を ＳＱＭ との経 営 統 合 を 目 的 として送

り込 んではならない。 

イ Ｔ 社 は，ＳＱＭの収 益 に 対 して自 社 の利 益 及 び損 失 補 填 を 目 的 として影 響 力 を 行 使

若 しくは介 入 してはならない。 

ウ Ｔ社 の経 営 陣 は，社 外 取 締 役 に任 命 されるケースを除 き，ＳＱＭのリチウム事 業 の意

思 決 定 に関 わるいかなる機 関 にも参 加 してはならない。 

エ Ｔ社 の代 表 取 締 役 は，社 外 取 締 役 に 任 命 されるケースを除 き，ＳＱＭのリチウム事 業

に関 わる監 査 に関 するいかなる機 関 にも参 加 してはならない。 

オ リチウムに関 するＴ社 と豪 州 企 業 （Ａｌｂｅｍａｒ ｌｅ社 ）及 びＳＱＭとの間 のあらゆる合 意 は

ＦＮＥに事 前 に報 告 される。 

カ ＳＱＭの意 思 決 定 に影 響 を 及 ぼす，また は買 収 に 関 するあらゆる出 来 事 はＦＮＥに 通

報 される。 

キ Ｔ社 は，ＳＱＭが約 款 に基 づき受 け入 れたあらゆる出 向 者 を出 向 元 に復 帰 させる。 

ク Ｔ社 は，ＳＱＭの機 微 情 報 へのアクセスを求 めない。 
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ケ Ｔ社 は，ＳＱＭの機 微 情 報 を公 表 しない。 

コ Ｔ社 経 営 陣 は，Ｔ社 が負 うべきＦＮＥに対 する義 務 を個 人 的 にも負 う。 

サ Ｔ社 はＦＮＥに対 し，義 務 を負 う担 当 者 の指 名 及 び遂 行 期 限 を報 告 する。 

 Ｔ社 は，元 々ＳＱＭの少 数 株 主 になることは何 ら反 競 争 的 な影 響 を及 ぼし得 ないと確 信

していたため，ＳＱＭ株 のカナダ企 業 （Ｎｕｔ ｒ ｉｅｎ社 ）からの買 収 に際 して，同 事 案 をＦＮＥに

協 議 していなかった。また，Ｔ社 は，ＦＮＥはリチウムの国 内 市 場 に対 する自 由 競 争 の確 保

にのみ権 限 を行 使 し，グローバル市 場 への影 響 に対 しては権 限 を行 使 し得 ない と理 解 し

ていた。しかし，ＦＮＥは，チリの消 費 者 に影 響 を与 えかねない事 項 ，すなわち，国 際 コンソ

ーシアムによるリチウム製 品 に対 する同 事 案 の影 響 力 も審 査 の対 象 とすることとした。 

 今 後 は，１ ０ 月 ４ 日 のＴ Ｄ Ｌ Ｃの意 思 表 示 が重 要 な点 であ る。Ｔ 社 は既 に 中 国 及 び豪 州

からの反 ト ラストに関 する審 査 を終 えており ，Ｎｕｔ ｒ ｉ ｅｎ社 に 対 するカナダ当 局 の審 査 に 移

る。本 合 意 内 容 は，４年 後 にＴ社 とＳＱＭ連 合 が自 由 競 争 に与 えるリスクを再 評 価 する観

点 から見 直 されることとなる。 

 

（３） ピニ ェラ 大 統 領 の 米 グ ーグ ル社 デ ータ セン ター 拡 張 に 関 する 式 典 への 出 席 ： 大 統

領 府 プレスリリース  
  １ ２ 日 ， ピニ ェ ラ大 統 領 は，サンテ ィア ゴ 首 都 圏 州 キリ クラ（ Qu i l i cu ra ) 区 に あ る米 グ ー

グル社 のデータセンター拡 張 に関 する式 典 に参 加 した。グーグル社 は，ラテンアメリカ地 域

唯 一 のデータセンターをチリに設 置 している。同 式 典 には，バレンテ経 済 ・振 興 ・観 光 大 臣 ，

フット運 輸 通 信 大 臣 ，グーグル社 関 係 者 が出 席 した。 

 米 グーグル社 は，１１．２ヘクタールのエリアに１億 ４千 万 米 ドルを投 資 し，同 データセンタ

ーはこれまでの規 模 の３倍 に拡 張 される。建 設 期 間 中 には最 大 １２５０名 が雇 用 され，完

成 後 は２０ ０名 を 雇 用 する予 定 。本 プロジ ェクトの目 的 は，ユーザー需 要 の増 加 に基 づき，

「パブリック・クラウド」を通 じたインターネットサービスの供 給 を増 やすことである。 

 「ピ」大 統 領 は，同 式 典 において，チリをデータの処 理 ・保 存 ・伝 送 の面 でのパイオニアに

した い ， と 述 べた 。 本 件 は ，チ リ へ「 デジ タ ル経 済 」を 取 り 込 むた めに 必 要 なイ ン フラ ・ ツ ー

ル・サービスの創 造 を支 援 し，チリも第 四 次 産 業 革 命 に入 っていくとする政 府 の方 針 に沿

ったものである。 

 

（４） 国 際 通 貨 基 金 による長 期 経 済 見 通 し：報 道  
  ２０ 日 ，IMFはチリ 経 済 見 通 しを 公 表 し，２０１８ 年 経 済 成 長 見 通 しを３．８ ％の予 想 か

ら４％に引 き上 げた。これは，４月 （３％→3.4％），７月 （3 .4％→3.8％）に続 き，年 内 ３回 目

の上 方 改 訂 と なった 。また ， この４ ％ とい う 数 字 は ，９ 月 に チ リ 中 央 銀 行 が 公 表 し た 金 融

政 策 報 告 書 （IPoM）の範 囲 内 でもある。 

 一 方 ，２０１９年 は3.4％，２０２０年 は3.2％，２０２１年 は３％と見 込 まれており，２０１８年

と比 較 し慎 重 な見 通 しとなった。ピニェラ政 権 の平 均 成 長 率 は3.4％と見 込 まれる。 

 チリ経 済 は外 的 環 境 による下 振 れのリスクがある一 方 堅 調 に推 移 している。また，税 制

改 革 に よる不 確 実 性 は存 在 するが，税 制 改 革 の迅 速 な実 施 と 予 想 以 上 の投 資 を 達 成

することで，さらなる成 長 が見 込 まれる，とIMFは指 摘 した。 

 IMFは，今 回 の税 制 改 正 法 案 について，単 一 かつ完 全 統 合 された税 制 への変 更 ，減 価

償 却 の加 速 ，付 加 価 値 税 還 付 の迅 速 化 など，投 資 と成 長 を促 進 する内 容 と評 価 してい

る一 方 ，特 別 減 税 の 縮 小 ， 付 加 価 値 税 の 課 税 対 象 の拡 大 等 ， 課 税 ベ ースの 拡 大 に つ

いても言 及 している。 

 ラライ ン財 務 大 臣 は ，今 年 前 半 の経 済 は 過 去 ６ 年 で最 高 のパフォーマンスとなった 。こ

の経 済 の回 復 は消 費 者 と企 業 の強 い信 頼 によって支 えられている，と述 べた上 で，IMFに

よる税 制 改 革 に対 する評 価 は，政 府 が成 長 と投 資 を強 く支 えていることを示 唆 している，

と強 調 した。 

 これらに対 して，ある民 間 エコノミストは，IMFの示 した立 場 について，バランスが取 れてお
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り，税 制 改 革 が成 長 の加 速 に 寄 与 し，結 果 的 に 財 政 が均 衡 す ることの重 要 性 を 指 摘 し

た。 

 インフレについては，IMFは，２０１９年 初 頭 には３％の目 標 に達 成 する，と予 測 しており，

これは，近 く金 利 をより適 正 な水 準 に変 更 する，ということを示 唆 している。インフレ率 が目

標 に 向 かって持 続 的 に 収 束 した とい う証 拠 が，一 連 の 指 標 に よ って裏 付 け られれば，金

利 変 更 す べき だ ， とし た 。すなわ ち， 適 度 な コア イ ンフ レ 率 ， 雇 用 水 準 ， 企 業 の 弱 い 収 益

性 と国 内 外 のリスクの進 展 度 合 が，金 利 引 き上 げの判 断 に重 要 ということである。 

  

（５） 税 制 改 革 が GDP に与 える影 響 の試 算 ：報 道  
  ラライン財 務 大 臣 は，税 制 改 革 が実 現 すれば，GDPが0 .6％ポイント成 長 する旨 をイン

タビューで述 べた 。具 体 的 には，税 制 改 革 により，今 後 12年 間 で，年 あたり 0.6～0 .7％ポ

イ ント 程 度 成 長 を 押 し 上 げ，また ，投 資 の効 果 に より ，短 期 的 に 12万 人 ，長 期 的 に は更

に６～８万 人 の雇 用 創 出 となる，と述 べた。 

 しかし，これらの試 算 は，税 制 改 革 案 に添 付 される報 告 書 には含 まれておらず，財 務 委

員 会 所 属 の議 員 からも添 付 するよう要 請 されている。政 府 としては引 き続 きこの試 算 を精

査 していくとしている。 

 「ラ」大 臣 は，前 政 権 時 の税 制 改 革 により，過 去 ４年 間 の成 長 率 が平 均 1.5％に低 迷 し

てい ることも言 及 。更 に，「ラ」大 臣 は，前 政 権 時 には税 制 改 革 後 ２ 年 間 で，格 差 が広 ま

った。ジニ係 数 も2015年 の0.493から，2017年 には0.501まで上 昇 した，と述 べた。 

 

（６） サンティアゴ市 内 への新 型 電 動 バスの導 入 ：報 道  
３ 日 ，ピニェラ大 統 領 及 び関 係 閣 僚 の出 席 の下 ，ト ランサンテ ィアゴに 導 入 される新 た

な電 動 バスがモネダ宮 殿 前 で披 露 された 。同 バスは中 国 製 で，Metbus社 によって運 行 さ

れる。 

 同 バスは２０１９年 ３月 から運 行 開 始 し，まずはマイプ区 ，ペニャロレン区 ，サンティアゴ区 ，

ニュニョア区 ，ラ・フロリダ区 ，プエルト・アルト区 及 びエスタシオン・セントラル区 で運 行 開 始

予 定 。 

 

（７） スマートメーターの導 入 ：報 道  
 ２８ 日 ，エネルギ ー省 は，今 後 ７ 年 間 で，全 国 ６５ ０ 万 世 帯 のア ナログメーターをスマート

メーターに 切 り替 える旨 発 表 した。切 替 コストは１台 当 たり９０～１２０米 ドルで，経 費 は電

力 料 金 に 転 嫁 される が，電 力 料 金 は７ ％の割 引 が適 用 されると，地 域 配 電 会 社 （VAD ）

は説 明 した。 

 

 電 力 会 社 （Ene l ）は，スマートメーター導 入 の利 点 として，例 えば，昨 年 冬 に発 生 した雪

害 に 伴 う停 電 の際 ，復 旧 に 向 け て被 害 地 域 の特 定 に 手 こずったような状 況 に 対 し，スマ

ートメーターは状 況 の正 確 な把 握 が出 来 る点 を強 調 する。アナログメーターは，問 題 発 生

による給 電 障 害 が発 生 した際 ，地 域 単 位 でのみ検 知 可 能 であったが，スマートメーターは

より正 確 に被 害 状 況 を特 定 できる。 

 また，スマートメーターによって，各 家 庭 は，電 力 使 用 量 に 応 じた料 金 の提 案 や情 報 提

供 を 受 け るこ とで節 電 でき る利 点 があ る。また ，料 金 請 求 及 び 支 払 のイ ン ターネ ット 化 の

利 点 もある。将 来 的 には，自 家 発 電 との売 買 電 の精 算 にも活 かすシナリオも考 えられる。 

 Ene l社 は，２．５ 億 ドルを投 資 し，IOT技 術 を活 用 しつつ ，スマートメーターに よる電 力 網

の構 築 （都 市 部 への全 件 普 及 ）を 目 指 す。ロドリ ゴ・ア レバロ・Ene l  D i s t r i buc ion社 管 理

担 当 副 社 長 は，将 来 このインフラは水 道 やガスなどの情 報 の取 り込 みや，大 気 汚 染 ，交

通 情 報 の計 測 システム，家 庭 ゴミ収 集 容 器 情 報 との連 携 も考 え得 る，と説 明 した。 

 

 


